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1
本書は,わ が国の公企業の実態を,「歴史的な叙述 と国際比較(主 として
イギ リスとの対比)と に重点を置いて」(著者序文に よる),英文に より,世
界の読者に紹介せん としたものである。吉武教授がイギ リス留学中に師事さ
れていた,イ ギ リスの 行政学者でかつ 公企業研究者 としても 著名なW.A.
ロプソソ教授(ロ ン ドン大学名誉教授)が 本書に寄せ られた序文にもあるよ
うに,日 本の公企業についての英文の著書は,こ れまでのところ皆無であっ
た といえる。 このような情勢下において,教 授が外国語で書 くことの骨折 り
や出版面での困難を克服 して本書を出版 されたことは,単 にわが国のみな ら
ず,世 界の公企業研究者に対す る貴重な貢献であるとともに,わ が国におけ
る公企業研究の国際化の先駆 として,き わめて重要な意義を有するもの とい
える。'
公企業の研究においては,個 々の公企業体別にその歴史や現状を分析す る
ミクロ的な方法 と,各 々の公企業の壁を越えて それ らが 共通に 抱えている
公企業に固有の諸問題を検討す るマクロ的な方法 との2つ のアプローチがあ
る。本書は後者の方法を とったもので,こ のスタイルは,イ ギ リスの国有化
くユ　 く　　
産業 や公企業 の研究に おい て,ロ ブソンやL.J.タ ィ ブイな どが行政学 か ら
(1)WilliamA・Robson(ed・),ProblemsofNα 舌ionalixedlndu吻ノ,1952・
Natioっ¢alige41ndustリノandPptblicOwnership,1960,2ndedり1962.
(2)LJ・Tivey・Nationalisatio,ninBritishJn4ustry・1966・
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の接近に よって,す ぐれた成果をもた らしている手法 と同 じものである。本
書は,先 述のごとき英文に よる日本公企業研究の先駆者にふさわ しく,広範
囲にわたる 概説を 行なっている。 まずわが国の公企業の種 々の 観点か らの
分類や用語の説明か ら説きお こし,ついで公企業の歩みを歴史的にフォロー
し,さ らに公企業の投資,財 務,労 使関係,官 僚支配,統 制 と責任,新 しい
公企業形態の発展一 な どの公企業の諸問題を論述 し,最駈 の動向 と将来へ
の展望でもって結んでいる。この本書の具体的内容は,何 よりもまず 目次に
よ」て明確に把握することができると思われる。
皿
本書は全9章 か ら成ってお り,そ の 目次はつ ぎの通 りである。
ロブソン教授序文
吉武教授序文
第1章 現代の公企業
第2章 日本の公企業の歴史
第3章 日本の公企業の投資
第4章 日本の公企業の財務
第5章 日本の公企業の労使関係
第6章 管理委員会 と官僚制
第7章 公企業の統制と責任
第 合章 混合企業
第9章 結論
日本の公企業一覧表
文献 目録並びに索引
第1章 は,日 本の公企業の現状を理解するために必要な基礎知識を読者に
提供することを 目的 としたもので,い わば序章である。まず公企業の定義に
ついて述べ,そ の2大 形態たる政府の省 と公社(パ ブリック ・コーポレーシ
ョン),さらに新 しい形態 として注 目される混合企業について説明 している。
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つぎに,日 本の公企業を種 々の角度か ら分類する。その第1は,山 田幸男著
r公企業法』によりなが らの 法律上の分類である。 設立が公法によるものと
私法に よるもの とに分かたれ,前 者は法人格のあるもの とないもの,後 者は
混合企業 と純粋私営企業 とに分けられ,それぞれの例と企業数とが掲げられ
てい る。第2は,公 社,公 団,事 業 団 とい った 日本特 有の用語に よる分 類で
あ る。 日本 の公企業 を外 国に紹 介す る とい う本書の 目的に鑑みて,こ こでは
詳 しい分類が きわめて手際 よ く展開 され てお り,そ の各 々について,わ が 国
におけ る公企業研究者 の見解 をも摂取紹介 しなが ら,か な り詳細な説明がな
されてい る。 す なわち,(1)公社,(2)公団,(3}公庫,(4)銀行,(5》金 庫,(6}
基金,{7)事業団,の 各 々につ いて,(1)公企業 の職 能 または設 立 目的,(2)'日
本語 の用語の説明,(3)具体例,(4)資本供給 形態,(5)若干の特 徴を,他 の公
企業形態や イギ リスのそれ との比較 に よ り明確化す る6第3は,ロ ブソンの
分類に依拠 した産業 の種類 に よる分類で,公 益 事業,運 輸通信,銀 行,信 用
お よび保険,多 目的 開発計 画,既 存基幹産業,新 興産業,文 化活動,に 分 け
て説 明 してい る。以上 の分類 に従 って,日 本 の各公企業 の事業内容がい くつ
か の表で紹介 され る。 さ らに,公 企業 に関す る諸見解 と して,公 企業は地 方
の 自主性を侵食す る中央 の官僚 主義 の産物で ある とす る羽仁五郎あ よび ロブ
ソンの反対 論 と,日 本の公企業 を近年 の経済成果 の1要 因 と高評価 す るデ ィ
モ ックの見解 とが紹介 されてい る。
第2章 は,日 本の公 企業 の歴史 を,イ ギ リスのそれ と対 比 しつつ回顧 した'
ものであ る。 まず イギ リスの公企業は,郵 政省を除 いて大部分 は19世 紀の
後半に誕生 したが,こ の時代は イギ リス資本主義 の 成 熟段階に 当た る とい
う。 そ の際2,3の 運動 が公企業 の成立に強力に作 用 した とされ る。 そ の第
(3)
1は経済的 なもので,1869年 の 電話 国有化 と1960年代 か ら70年代にかけ
ての ヴスの地方公営企業 の続 出であ る。 第2は 政治的な もので,今 世紀の
第1四 半期に大 なる 発展 をみた ギル ド社 会主義の勢 力であ る。1920年代か
ら30年代には,こ の2つ の運動 の協調 の中に,イ ギ リス公企業の発展を促
(3)これは電信の誤 り,電話の国有化は,ず っと後の1912年1月1日である.
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した3つ の事柄が生 じた として,(1)シドニー ・ウッェブに よるr労働党 と新
社会秩序』,(2)ケインズ経済学,(3》1932年の ロン ドソ旅客運輸法一 の3
つをあげ,こ れ らに よって社会主義 と経済の能率化,合 理化 とが結びついた
とざれる。(2)のケインズの投資の社会化論を3本 の柱の1つ と した ことは,
それが従来イギ リスでも日本でも比較的看過 されがちであっただけに,教 授
の前著rイ ギ リス産業国有化政策論』におけるその強調と照応 していて興味
深い。つ ぎに日本の場合には,イ ギ リスと比べて3つ の特徴が明確であると
いう。 それは,(1)国家の手厚い保護(イ ギ リスでは個 人主義が これを 圧倒
したが,日 本ではその逆),② 軍事的,政 治的思考の優先(イ ギ リスでは資
本主義の成熟期に社会主義志向の下に,日 本では資本主義の初期段階に資本
主義志向の下に,そ れぞれ公企業が発達 した),(3}官僚主義(イ ギ リスの民
主主義に対 して)一 である。
日本 の公企業 の歴史については,つ ぎの 諸段階 に分 けて 詳述す る。(1)
1868-94年(運輸,鉱 山,紡 績などにおける政府企業の創設),(2)1895-1913
年(鉄 道国有化,八 幡製鉄所や政府金融機関の設立,私 企業への補助など,
政府企業の新 しい役割),(3}1914-27年(石炭や電力における 自由競争の発
生),〔4)1927-45年(電力の国家管理や多 くの 金庫,営 団の創設にみ られる
戦時統制経済),(5)1945-70年(経済力集中排除や 労働運動の解除と農地の
改革などの経済民主化 と,新 しい会社,公 団,公 庫の設立における自由競争
の復活)。公企業の役割については,戦 前 と戦後 とに分け,前 者では私的産
業に対す る先駆,軍 事力の増強,公 益事業サービスの開発一 の3つ が,後
者では 社会的間接資本の充実,地 域や地方の開発計画,公 私各部門への 融
資,公 私混合の新 しいタイプの公企業一 の4つ があげ られている。そ こで
述べ られていた第2次 大戦前における日英公企業の役割の比較は,と くに興
味深かった。 すなわち,(1)歴史的発展の順序が,イ ギ リスでは 「地方公有
か ら国有へ」で,日 本ではその逆,② 動機が イギ リスでは産業民主化(た
だ し,これのみでは決 してないが),日本では産業能率と軍事が 目的,(3)管
理形態では,イ ギ リスでは地方当局が,日 本では中央政府が推進者 となって
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いる(これは(1)と重複の感 もあるが),(4)工業化の最初の段階では,所 有形
態が 日本では国有(後 に民間へ払下げ),イギ リスでは私有(後 に国有化)。
以上の結論 として,(1)1868-94年の第1期 の公企業の特徴 として,軍 事優
先,官 僚支配,政 府資金依存,民 間への払下げ,払 下げ後の民間企業間での
競争の指導一一 をあげ,(2)日本の公企業は,イ ギ リスとは異なり,産 業民
主主義の歴史や経験が乏 しいことを 指摘 し,(3)今後の公企業に 新 しい期待
をかけている。
,・
第3章 は,日 本の公企業におけ る投資を,国 民経済の他の部門における投
資 とこの 関連において 検討せるものである。 日本公企業の 投資の歴史は,
1887年か ら1940年までの戦前期 と,1952年か ら1968年までの 戦後期 とに
分けて フォローされている。戦前期については ロソフスキーの分析が利用さ
れ,そ こでは公的部門の投資が私的部門のそれとほぼ等 しく,そ の理由と し
て,(1)軍事支出と軍需産業,(2)公益事業サービス関係の巨大な投資,(3》経
済の未成熟による私的産業の過少な投資一 があげ られている。 これに対 し
て戦後は,1960年代以降の高度成長期に 私的投資の伸びが著 しく,公 私投
資の差は開 く一方であるが,イ ギ リスでは両者がほぼ均衡を保って増大 して
いる点が対照的であるとされる。近年の公企業投資の内容については,国 民
総生産対国内総固定資本形成,公 的投資対私的投資,公 企業対一般政府,公
企業の固定投資等種 々の観点か ら,豊富な統計資料によりつつ,日 本 とイギ
リスとの比較に重点を置いて述べ られている。 さらに,軍 事負担の軽減によ
る財政上の変化や財政投資の重要性についても言及 し,結論部分では,日 英
公的投資の比較が要約 されている。
第4章 では,日 本公企業の財務上の諸問題について,国 鉄を例 として,種
々の角度か ら検討がなされてお り,そ の際の日英の比較はきわめて詳細かつ
鮮明である。まず,イ ギ リスのパブ リック ・コーポレーションには,独 立採
算制(収 支適合),資 本投資の自己調達,利 益 の自己処分,と い う3つ の財
務上の原則があるが,こ れ らが 日本の公企業の場合 どうなっているかが述べ
られている。 日本公企業(国 鉄)の 財務についての政府統制は,イ ギ リスの
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場合 よりもはるかに厳 しく,政府か らの財務上の自主性がイギ リスのパブ リ
ック ・コ 一ーポレーションの1特 徴であるのに対 して,上 記の厳 しい財務上の
統制は,日 本の公企業に対する 政府統制の1特 徴 と考え られる。 この相違
は,国 鉄公社の生いたち(イ ギ リスでは私企業か ら,日本では政府の省か ら
発達),公 社化の動機(日 本では労働問題解決のためなど,財 務以外の動機
による),経済計画 との関連(経 済政策 目標 との 協調が要請 された)な どに
よるとされ,予 算統制,料 金統制,監 査,会 計,そ の他についての実情が説
●
.
明されている。価格政策面では,日 英 ともに近年はインフレ,政治的干渉,
代替品か らの 競争,社 会的義務の 増大などの点で 共通の難問に遭遇 してい
る。その結果財務の悪化が,こ とに国営および地方公営の鉄道において著 し
く,これ と密接な関係をもつ資金調達について資金源別に詳述され,こ れに'
かな り多 くの紙面が費されている。 、
第5章 は,そ の副題に示 されているように,日 英の鉄道労使関係の比較を
したものである。 鉄道に よったのは,そ れが 日英で 最も重要な公企業であ
り,そ の労使関係は公有部門だけでな く払的部門の労使関係に対 しても影響
が大きいか らである。 イギ リスの鉄道に関 しては,1850年か ら1930年まで
の時期を取 り上げ,1850年までめ組合主義の創成,1914年までの新組合主
義,お よび1930年までのホイ ットレー主義の成立,に3分 説明されている。
これに対 して 日本国有鉄道については,1906年か ら45年までの政府の保護
と制圧,1945年か ら48年までの過激主義,1948年か ら64年までの労使関
係の不安定,お よび1965年か ら72年までのILO批 判,に 分けて説明され
ている。以上を比較 してみる時,な ぜイギ リスの最近の年代がカッ トされて
いるのか,と い う疑問が生 じる。両国における鉄道労使関係の歴史的発展の
叙述であるか らとも思われるが,イ ギ リスの私営時代だけでな く,第2次 大
戦後の国有化後の時代にまで分析を延長すれば,わ が国有鉄道における労使
関係 との比較が一層明確になったであろうと思われる。
第6章 は公企業の管理理事会 と,そ こにおいてとくにわが国の場合顕著で
ある官僚主義とについて述べた ものである。イギ リス国有化産業の管理理事
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会は,ロ ブソンの定義に従えば,(1)政策理事会 と② 職能理事会の2つ のタ
イプに分け られるが,日 本の公企業については,こ れに,戦 前期に優勢であ㌃
った(3}独裁型機関を付加 しうるとして,そ の各 々について例示,説 明がな
されている。(1)の例と しては 日本電信電話公社,NHK,日 本銀行,日 本
住宅公団,帝 都高速度交通営団の5つ が,② の例 としては 日本国有鉄道 と
港務局が,(3}の例 としては愛知用水公団,そ の他多 くの公団,公 庫,金 庫,
銀行があげ られている。公企業の人材供給の源泉は,わ が国では元官僚によ
って独 占されているが,イ ギ リスでは私企業時代の経営者や専門家が多 く,
この両国の実情の違いが表で示 されるとともに,フ ランスの民主的3者 構成
くの
方式についても言及 している。 日本特有の天降 り人事については,人 事院の
天降 り白書によりなが ら,そ の実態,理 由などが 明 らかにされている。 ま
た,日 本の官僚主義の問題は,日 本の公企業の将来を理解す る上で必要であ
ると して,官 僚制の自派主義(自 己の所属する省への専一的奉仕),第2次
大戦後の官僚主義の復活,官 僚制に対す る国民の積極的容認一 の3点 を指
摘 している。
第7章 は,公 企業の統制 と責任の問題を論 じた ものである。イギ リスのパ
ブ リック ・コーポレーショシの基本原理 として,ハ ーバ ー ト・モ リソンの著
書に依拠 して経営上,財 務上,お よび人事上の自主性が指摘されるが,し か
し第2次 大戦後のパブ リック ・コーポレーシションでは,大 臣の統制強化に
よりこの自主性の後退がみ られるとい う。 日本の公社は高度の政府干渉,理
論的裏付けの欠如,占 領軍に よる導入 の3点 においてイギ リスとは異な
るとされ,国 鉄を具体例 としての説明が続 く。公社の統制は,国 会による統
制 と大臣に よる統制 とに分け られ,国 鉄その他の具体例が述べ られている。
会計 と監査についても,国 鉄の例があげ られ る。 日本の公企業は官僚制の産
物であることと国民の理解を得ていないこととのために,責 任の点ではイギ
(4)ただし,その後 この方式は多くの修正を受け,現 在では3者の代表数が同数で
ないもの,3者 構成でなく地方当局代表や旧株主代表なども加えて4者 あるいは
5者代表となっているもの,民主的 ・利益代表主義を捨て機能的 ・能力経験主義
をとっているものなど,種々の変形が生れている.
76 商 学 討 究 第25巻 第3号
リスに比べて不満足な状態にあるとい う。以上のところか ら,日本の公社 は
半官省的であ り,公 共責任の点で不十分であ り,形式的な国有化にとどまり
実質的な社会化には至っていないとす る。
第8章 は,最 近わが国で 「第3セ クター」なる表現で注 目を集めている公
私混合企業について述べている。 この公企業形態は戦前の国策会社に見出さ
れるが,占 領時代の空白を経て,最 近その復活がみ られるとい う。イギ リス
でも従来な じみの薄かった この企業形態が,労 働党の国有化政策の新路線と
な りつつある。 そのイギ リスでの 混合企業の役割は,1960年代には 「私企
業の新規 プロジ ェク トの 危険を分担す ること」であったが,1970年代には
「地域開発の要請にこたえること」 とされるようになった とい う。 これと 同
じくわが国でも,混 合企業の役割は1950年代の 「幼稚産業育成」か ら60年
代の 「地域開発」へ と変化 した とされる。最近の発展の原因としては,財 政
的理由(む つ小川原開発公社にみ られる),経営的理由(地 域開発の促進),
行政的理 由(官 僚制の能率化)が あげ られ る。混合企業は迅速化,民 間資金
の導入,各 方面の緊密な協同などの長所をもつ反面,私 的会社の営利追求に
よる公益侵害の危険性があるとい う。本章は,日 本についてもイギ リスにつ
いても,従 来未開拓であった分野を新たに開拓 したものであ り,こ とに両国
の混合企業をめ ぐる諸問題の比較検討など興味深 く,かつ斬新 な示唆を与え
て くれた。
第9章 では,最 終的な結論の章 として,本 書におけるそれまでの検討を回
顧,要 約す るとともに,1970年代め公企業の役割についての 展望を与えて
いる。 終戦後1950年代までは,公 的投資が,主 として公益事業 の分野にお
いて,復 興の救急的役割を果た したとされる。 これに対 して1956年以後60
年代にかけては私的投資の伸びが 目覚ましく,財政の経済的役割は低下 し,
官僚制の復活がみ られる。1970年代には 日本列島改造計画,地 方政府の自
覚と公企業 の中央集権主義との衝突,国 家財政の改革,公 害発生による成長
政策の反省,な どの 新 しい問題が生 じている。70年代における 公企業の役
割 としては,地 域な らびに地方開発計画が最も重要視されるとみてお り,し
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たが って,そ れに関係する混合企乗が従来 よりもより大なる役割を演ずるこ
とになるであろ うと予測されるが,そ の際,地 価の高騰が公企業の活動に重
大な影響を与えることが危惧されるとしている。
か くて到達せる巻末には,日 本公企業の形態別一覧表,英 語およびi邦語の
参考文献の目録,そ して最後に事項および人名索引が掲げ られて,本 書全体
は閉 じられる。
皿
本書は,以 上のごとく,日本の公企業についてその概念規定と歴史の回顧
か ら始め,投 資,財 務,労 使関係などの経済的諸問題,管 理運営,統 制 と責
任,新 しい企業形態などの経営学的諸問題について注意深い検討を加え,将
来の展望にまで論及 している。 日本の公企業についてきわめて広い範囲にわ
た り綿密に検討 した という点では,従 来の多 くの邦語文献やイギ リス人によ
る多 くのイギ リス公企業研究を もしのぐものであるといえる。 とくに,随 所
に展開されている公企業の諸問題に関す る日英の比較は,本 書のユニークな
メリットであ り,教 授のイギ リス留学の経験を通 じてこそ初めて可能化され
た成果であると思われる。ただ,評 者が自らの読解力の弱さを も顧みずあえ
て述べるとすれば,つ ぎのごとき問題点を指摘することができるであろう。
第1に,本 書が検討の対象 とした範囲は,既 述のごとくきわめて広範囲に
わたるが,そ のためか,本 書の分析は総 じて網羅的であ り,詳 細に突込んだ
も
吟味に欠け,総 花的な印象を禁 じえない。た とえぽ,第1章 第6節 「日本の
公企学に関す る諸見解」では,き わめて一部の人の片寄った意見 しか紹介 さ
れてお らず,日 本の経済学者や経営学者の見解を もっと広 く参照,整 理 して
みる必要があろ う。 また,第7章 第2節 で,日 本の公社方式の採用の動機は
労働運動の統制にあるとされているが,イ ギ リスでのパブ リック ・コーポレ
ーシ ョン形態採用の大きな要因 として逆に労働運動の高揚(労 働者の経営参
加)が あり,ζ れは全 く対照的であるが,そ のことの指摘な らびにその理由
や背景の突込んだ解明なども期待 したいところである。 これ らは評者の欲求
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不満¢》一例にす ぎない。 しか しこれは,本 書の対象範囲が広範なことに よる
もの とも思われ,紙 数の面か らも無理 な注文 とい うべきか もしれない。
第2に,本 文中に多 くの統計資料や,数 字が駆使 されているが,全 体と し
てやや古いものが多いように思われる。また述べ られている事実が,現 在で
はすでに変化 して しまって現実にふさわ しくない場合も見出される。 もちろ
んこれ らは,教 授が ロン ドン滞在中か ら執筆されていた とい う事情によるも
のと思われる。また,日 英の比較の上か らは,両 国の資料が同年 のものであ
る方が より正確であろう(た とえぽ 第1章 第5節,日 本については1964年
の もので,イ ギ リスについては1966-7年のものがとられている)。
第3に,日 本の公企業に関する諸家の分析や統計数字において,外 国人が
日本の外側か ら日本の公企業を観察 したにすぎない結果がかな り多 く摂取利
用されていることが気になる。 この ような場合には,内 側か らみたわれわれ
日本人の研究成果や,ま た2次 資料か らではな しに原資料か ら直接にとった
数字を提供される方が,日 本人による日本の公企業の世界への紹介 とい う本
書の本質的 目的に も一層かな うものと思われる。滞英中の執筆は,本 書を構
成する正確な,誤 解を招かない的確な英文の形成には有利であったが,上 記
の点では逆に不利に作用 した ものと思われる。
第4に,本 書全体を貫 く日英比較 とい う視点か ら是非ふれてほ しかった問
題が若干残っている。た とえば,戦 後のイギ リスでは国有化が最 も重要な経
済問題 となったのに対 して,日 本ではなぜ国有化や公企業の私的部門への拡
大がほ とんどみ られなかったのかとい う問題,イ ギ リスでは産業 ごとにその
全体を国有化する方法をとったため同一産業内で公私両企業の並存,競 争は
み られな くなっているが,日 本では鉄道の分野などでそれがみ られ,か つ ま
たきわめて重要な問題を提起 していることか ら,公 企業 と私企業 との競争の
(5)
問題を取 り上げ ること,公 企業の消費者対策の比較,公 企業に対す る評価や
問題意識の日英の差一 などである。
(5)これ につ いては教授 自身 も序文 で断 りを されてい るが,重 要性 の きわめて大 き
い問題 と思わ れ る.
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(6)
第5に,目 次 の タイ トル と 各 章節 の見 出 しとの 不一 致,文 中の年号 の誤
り,単 語 の ミス プ リン ト,な どがかな りの 頻度で散見 され る。 また,31頁
10行目のinland-telephonesin1869はinland-telegraphsの誤 りであ る。
だが,評 者 の以上 の コメソ トは,本 書 の もつす ぐれた真価を少 しも減ず る
もので はない。本書 のユニークな構想や 開拓分野 の広 さな ど,こ れ までにな
い立派 な成果であ る ことは全 く疑 いない。教授が ζの難事業を成 しとげ られ
た ことは,わ れわれ後進 に とって大 きな 目標 と刺激 とな るに違 いない。
(6)このため,本 稿記 載の 目次 は,内 容を よ り適確 に表示 してい る と思わ れ る方 の
表 現を とった.
